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公的研究資金 の 効率的な成果の 

把握。 発信方法に係る 一考察 

0 和 佐田健二，福田敦史， (NED        市川 類 ( 経 産省 ) 

国の研究資金によって 得られた成果については、 国民に対し分かりやすく 発信することが 求められているが。 そ 

もそも研究によって 得られた成果は。 経済。 産業に影響を 与えるまで一定の 時間を要するとともに、 特に、 公的研究 

資金配分機関においては、 直接自ら研究開発は 行わないため、 その把握には 多くのコストを 要する " このような 申 、 

公的研究資金配分機関における 成果。 効果を、 コストパフオーマンスを 考慮しつつ。 タイミングも 含めて効率的に 把 

握し、 その結果を効果的に 国民に発信していく 方策について。 凶 ED ㊤における実例及び 今後の方針も 含めて考察 

を 行った " 

互 ， はじめに 究 開発における 成果を評価する 視点として、 産業界。 

吾の必要 学会、 社会など外部に 対する貢献を 問う「アウトカ 勾的 

近年。 他国と同様、 我が国においても 科学技術の分 視点の重要注が 高まっており 2 周、 これを踏まえた 対応 

野 に対して多額の 公的資金を投入している。 我が国で が戒められっ っ あ る。 

は 、 平成 囲 年 3 月に閣議決定された「第 3 期科学技術 (2) 

基本計画」において、 平成Ⅸ年度から 22 年度までの 5  新エ 

年間で、 約 25 兆円もの政府資金を 科学技術分野江 投 0 」としづ ) ほ 、 経済産業省所管の 独立行政法人として、 

入することが 決定されたが、 その際に、 「研究機関。 研 イノベーション 促進に向けた 研究開発資金を 提供する 

先考 等は 研究活動を社会。 国民に出来る 限り開示し、 機関であ る。 NED0 は、 平成 t5 年 ] 

研究内容や成果を 社会に対して 分かりやすく 説明する 大化されたが。 その際。 事前統制型から 事後チェック 

ことをその基本的責務と ィ立 置付ける。 」としており、 また。 型に移行し、 中期計画に従って、 運営 

平成比年度の 資源配分方金十， @ おいては、 「国民への 供給された資金を 法人として 主 的に使用すること ； ; 

説明責任。 成果発信の徹底を 図るため、 関係 府省 ごと 可能となる一方、 説明責任が付与されたため、 その 透 

に 第 2 期科学技術基本計画中の 研究開発投資成果に 明性の向上が 求めら 

ついて、 失敗喜頓 括 含め、 定量的手鞠票も 用いて国民に NEDO 拉 。 平成 め 年の独法化時に 策定した中期 計 

向けて分かりやすく 取りまとめ、 公表する。 」としており。 画において、 自らのミッションとして、 「 了奉 l 併 しやすい 

研究開発の成果に 係る説明責任と 情報発信の必要性 刃 ED ㊤㎝成果を挙げる NED ⑪旦の実現」 @ こ 加え " 「 国 

が 明文 ィ 比されている。 民への説明責任の 全刃を宣言しているところであ るが。 

その際、 今までほ研究開発に 投入した資源「インプッ 前述の通り、 刃 Rno を含む公的研究資金 配 

Ⅱに対してどれだけの 研究成果が出たのかと レづ 「 ア 対して、 研究開発成果を。 「 ア ヴ卜方円 的 視点から把握 

ヴ トプッⅡの視点から 主に評価が行われてきたが、 研 し 。 説明していくことが 求められているところであ る。 本 
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稿 ではこのような「国民に 対してもたらされる 成果 = ア 。 実用化等に資する 技術成果が、 実施者の収益のみでなく、 場合。 ( 大村育成効果 ) ライセンス。 論文を通 
ウトカム」の 結果を把握、 効果的に発信していく 方策に して、 またほ製品の 普及等に 29 、 地租 ヌ ピルオーバー した 

ついて、 NEDO を事例に考察を 行った。 場合。 ( 技術波及効果 ) 

これらを把握するためには 詳細な調査を 必要とし、 

人的。 時間的双方で、 高 コストとなるものであ り、 欧米 

の研究機関においてひ ま とんど行わ 

研究開発の成果に 関するアウトプット、 アウトカムの 
実情であ る。 6) 

言葉の定義憤様々 弗働 であ るが、 今回ほ。 研究開発 

終了後、 あ る程度実用化。 市場化が進み、 イノベーショ 

ン としての効果を 発揮するには。 最低 5 年間ほ必要で 

あ るれや考えに 基づき、 表 ] の平澤氏による 定義を参 

考 にしつつ、 図 1 の通り。 大きく 3 段階に分けて 定義し 

た 。 おおむね事業実施中。 終了直後を「アウトプット 止、 

終了後 1 ～ 5 年以内を「短期的アクトカム」と、 また。 終 

了 後 5 年以降を「中長期的アウトカム」とする 3 段階の ス 

  

テージに分けることとした。 

第 --@ こ 挙げられるのが「技術の 波及は予測がつか 

ないため把握が 困難」 れ、 う 点であ る " そもそも研究開 

発の成果が製品化。 実用 4% し " さらなる効果を 引き起こ 

すには多くの 時間が必要であ るが。 その間にほ以下の 

よう @ こ 。 当初の目的と 異なる形で発展する 場合や実施 

者以外への効果として 波及するケースがあ る " 

  当初の目的と 異なる形で実用化を 達成し、 間接的 詣的覚 ) 効 

果 をもだらした 場合。 
  当初の目 吋ま 睡魔せず、 また目に見える 形で実用 ィ Ⅰなかっ 

だが。 人材に知見として 蓄積され。 長期的に全く 別の製品の 

一   
第ニ に 。 コストをかけて 過去の実施者へのヒアリンバ 

を地道に行い。 その効果の分析を 行 う としても、 研究開 

発を直接実施しない 資金配分機関の 問題点として、 悶 

En ㊤が実施した 企業インタビュ 一の結果などから、 以 

㌃の通り、 その成果を正確に 把握することが 難ひ、 れ 、 

  研究実施者は 取材にあ たって守秘への 警戒が厳しいため 情 
報を容易周 ま 提供してくる 甘 よい。 ( Ⅹ追跡調査として 事業終了 
後 5 年間の協力が 義務付けられているものについてはヒアリン 
グ調査が可能であ るが、 0 竿取七経過した 蛇 DO の貢献につ 

いて回答を得るのほ 相当困難， ) 
  NRDO プロジ ヱタト ；ミ実績に関係していたとしても。 会社内部 

での開発業績の 方が、 会社内でプラスに 評価きれる傾向もあ 
り、 なかなか NRDO プロジ ヱ タトとの関係を 認め づ劫、 。 

  人事異動。 退職等により、 過去の開発について 状況を把握し 

ている人がコンタクト 先に必ずしもいない。 

  企業内において、 製品化。 実用化した事業部門と 

、 ジヱクト に参加した研究部門の 間で NEDO プロジェクトの 成 

果 であ るとの認識が 共有されていない。 
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法 に係る考察 
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成果の把握が 必ずしも容易でほないことを 踏まえると。 

① 中間。 事後。 追跡評価などにより 得られた情報 

の 最大限の活用、 

② イノベーション 促進の観点から 実施している 各 

種マネジメント 手法を活用した、 事業者に対す 

る情報提供に 係るインセンティブの 付与 

により、 成果を効率的に 把握すること ； ミ 重要であ る。 

評価で得られる 情報の活用と 事業者に対する ， ぼ報 

提供のインセンテイブは。 表別 こ 示 す 通り " その成果が 

どのステージであ るかによって 異なる。 

脇
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評価 蜻報 の活用 事業者に対する 情報 提仇に伜る イ ソセ / ティフ 

(NECDO て 既に実施しているもの ) 

が 、 如何に経済。 産業に効果。 影響を与えたか ( アウト 

カム ) について、 試行的に評価を 実施する」 れづ 目的 

で、 調査を行った。 本調査においては、 以下のような 

結果を得ることがで 港た 。 

①中長期的アウトカムイインパクト 

太陽電池。 電子情報等の 分野における 分析評価を行った 結果。 

NEDCW の 研究開発投資は、 産業そのものの 創出や、 産業の 

となる技術の 創出を通じて、 イノベーションの 創出 @ こ 非常 

与えていることが 示された 

②短期的アウトカムノアウトプ ソト 

電子、 ロボット、 坤ボ料 、 バイオ、 省エネ、 環境等幅広い 分野での 

新たな実用化や、 今後期待される 技術的成果の 創出が 

に進展しているものと 推定できね 

これらの結果により、 今後、 アウトカム把握の 方、 法として、 

一定の方向，性が 示せたものを 考えている。 

手段等を整理した。 

2) 事菓 終了後に実施 

3) 事業終了後 5 年間実施 

上記の通り、 アウトカムとりわけ 中長期的アウトカムに ネ Ⅱ   ギ一と 産業技術 

ついては、 現在、 事業者に対する 明確なインセンティ 

ブが 付与できていない。 2 。 ⑫ ) で述べた通り、 中長期 

的 アクトカムの 把握そのものが。 現時点での研究実施 

者及びその 糸邸裁 において把握できる 限界を超えてい 独法化後。 アウトプットや 短期的アクトカム 成果を発 

る場合もあ り、 また研究実施者及びその 組織にとって 信するコンテンツはあ る程度充実してきたれ、 える。 特 

多大な労力をかけて 調べるほどのインセンティブは そ に、 一般国民向けに 分かりやすく 最新成果を紹介する 

もそもない。 このため、 その把握についてほ 、 ED ㊤ パンフレソト「未来へ 広がるエネルギーと 産業技御は 

自らが、 これまでに各種評価を 通じて蓄積した 情報を N ⑧ DO の広報に対する 姿勢と併せて 高評価を得てい 

基に 、 言学糸田調査を 行うこと 力 ㍉つの方策であ るが、 コスト る 。 また。 従来行ってきた 専門家向けの 展示会等に加 

パフ オ一 マンスを考慮し。 効率的に行 う ためには、 対 え、 対象に一般国民を 含めた講演。 イベントを行って 

象事業を絞るなど、 その手法には 一定の工夫を 要する いる他、 昨年は常設展示であ った科学技術館をリニュ 

ものと考えろとる   一 アル し 、 子供向けも含めた 情報発信を行っている。 

中長期的アクトカム 把握の さらに「 愛 。 地球博 目こ 関 として唯一出展すること 

NED ㊤では、 昨年試行 綜 金の投資 で。 「明確な情報発信」を 国民へ向け広く 発信し、 NE 
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DCX の知名度を高めることがで 澤た 。 付与を図るとともに、 併せて「 叉 ED 

引き続き、 「プレス、 メデイ ア との関係 弓卸日こ よる迅速 如 し、 成果を報告すると 全国的な企業 煕 @ こ 繋がる 仕 

な 成果発信の促進」や「各種表彰案件等の 推薦対応」 レラインセンティブになるよう @ こし 。 これがさらに 良質の 

等により、 成果発信に係る 広報の強化に 努めること； ま 技術開発テーマの 発 掘こ 繋がるとレラ 好 循環を構築す 

重要であ る。 その際、 より効果的に 成果の発信を 行 う た ることが重要であ る。 

めにほ。 全く同じ成果であ っても、 公表する相手が。 国 

艮 一般なのか、 産業界なのか。 または研究コミュニテ ィ 5. まとめと今後の 

なのかによって、 理解しやすく 信頼性の高い 情報にな 今後、 ますます研究開発の 成果が「如何に 経済。 産 

る よ う カスタマイズする 必要があ る。 例えば、 国民一般 業 に効果。 影響を与えたか」、 「社会的便益に 繋がった 

俺 れるよ う 、 難解な技術を 平易に か」を問われる 中、 アウトカムの 把握は科学技術政策 

わかりやすく 表現する工夫をするべきであ る一方、 研 @ こ 係る公 

究 者。 専門家に対してほその 情報が次の「矢口」の 創造、 のアウトカムの 把握 は、 特に資 

技術開発に活かされるよ 演こ 詳細な ， 「 き報 発信をすべき 困難を伴 う ものであ るが。 今後取 味且 むべ巻ことは。 寓 

であ る。 することにえ 丁 は 日々のマネジメン 

トの 向上につながる ) 。 実施者との強固なネットワーク 

ムの 把握と今後の 広報の 特 に努める必要があ る。 それには、 

現状でほ、 表 3@ こ 示す通り、 してきた ア の内部での共有 や 、 実施者が成果の 

ウトカムに関しては。 その成果の把握に 着手した段階 することに対して。 情報提供によるインセンティブの 付 

であ り、 未だ適切な広報手段を 有していない。 今後の 与等を図ることが 重要であ る。 

具体的対応として 以下のような 取組みを行 う，チ 定であ また。 そもそも次世代のリスクあ る開発にチャレンジ 

る 。 する多額の資金を 確保するためにほ、 国民への説明 

① 昨年度企画担当部署及び 評価担当部署のみで 責任を果たさなければならないとしづことを 実施者にも 

試行的におこなったアウトカム 調査を今年度から 理解してもらう 必要があ り。 その意識共有を 図ったうえ 

は プロジェクト 担当部署も巻き 込んで体制を 弓 封ヒ で 事業を していく 1 は @ があ る。 

し 、 高性能工業炉、 マイクロマシン 等の 5 分野につ 今後は、 これらを通じて、 成果の把握を 促進し。 効果 

いて実施し、 分野を拡大するとともに、 さらに適切 的な広報戦略を 用いて。 研究開発成果のみならず、 社 

f@W@@@LX@@ 会 。 産業へ大きな 便益を提供していることを 具体的に 

② 事業者に対する 情報提供に係るインセンティブ と 示していくことが 

して、 アウトカム調査を 通じて把握された 成果に対 
惨 考 

する成果普及費を 活用した支援 や 、 凶 E の㊤成果 U  総合科学技術会議 : 平成 19 年度の科学技術に 関する予 

からスピルオーバーした 新たな技術開発課題の 算 等の資源配分の 方針一科学技術による 成長戦略 一 
役㏄③ 

プロジェクト 4% 等を推進するととも @ こ 、 各種表彰 案 2) 総合科学技術会議 : 第恩 3 回評価専門調査会 

傑 ) (2005) 
田 総合科学技術会議 : 国の研究開発評価に 関する 人 

③ 把握されたアウトカムを「世界 ニ 世界初」等の 形 針 (2005) 

で 国民に分かりやすく P 尺できるパンフレソトの 作 
4) 平澤 冷 ほか : 研究開発のアウトカム。 インパクト評価 

体系 (200% 
楓こ 着手する。 5) 三菱総合研究所、 産業技術総合研究所 : 研究開発アウト 

                                                                                                          達也ほか産業技術総合研 擁 自訴 :   アウトカム視点   
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